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大規模･高層建築物に係る防災管理のための消防計画に関する東日本大震災の実態調査
消防計画、被害想定、消防用設備、初動対応、地域防災計画

　　　　　　　氏名　三好勝則＊１
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１．はじめに

平成21年6月1日から施行された消防法の一部改正(以下「本件改正」という。)では、多数の者が利用する大規模･高層の防火対象物は、消防計画を作成し、避難の訓練の実施その他防災管理上必要な業務を行うことが義務付けられた。消防計画は、被害想定に基づいて作成されることが必要となる。具体的な被害態様と必要な対応行動は、一律な方法に限定するのではなく、防火対象物の自主的な取り組みに委ねられるが、合理性を確保するため、「具体的な災害の発生を想定し，その被害態様の全体像（①建物等の基本被害②建築設備等被害③避難施設等被害④消防設備等被害⑤収容物当被害⑥ライフライン等被害等）を評価する」こととされている１)。しかしながら、防火対象物側において、被害の算定に必要な情報が十分とは言えないことは、昨年度の本研究において指摘した。
平成23年3月11日に発生した東日本大震災では、各地で建築物に防災管理上の被害や支障が発生した。

そこで、東日本大震災における被害状況の調査から、消防計画における被害想定で留意すべき事柄を抽出する。また、地方自治体が策定する地域防災計画についても、東日本大震災を受けた見直し作業が進められており、これらの整合性についても考察の対象とする。
調査は、東日本大震災による建築物等への被害にについて、岩手県及び宮城県でヒアリング等により調査を行った。なお、消防庁及び財団法人消防科学総合センターが実施した「震災時における建築物の防災管理に係る運用実態調査」の協力を得たので、岩手県、宮城県、福島県及び東京都で行った当該調査の結果２)も活用することとした。

２．施設・設備の被害及びその影響
　*１　：工学院大学建築学部まちづくり学科
　まず、上記3県において、消防法に定める防災管理を要する建築物等で自衛消防組織の設置を要する防火対象物を対象に行ったアンケート調査の結果(回答数205)は、以下の通りとなっている。地震によりオフィス家具等の転倒･落下･移動があったもの160（78.1%）、消防用設備等について破損や誤作動等の被害があったもの116(56.6%)、このうちどのような消防用設備に被害があったかを複数回答でみると、スプリンクラー設備が46.6%、自動火災報知設備37.9％、誘導灯30.2%、屋内消火栓設備23.3%、非常警報設備(放送設備)21.6%の順となっている。被害の発生した状況は、防火扉が開放してスプリンクラーヘッド破損、スプリンクラー設備の配管が破損して下部床の誘導灯に漏水故障、地震によるほこりで自動火災報知設備が発報などであった。被害のあった消防用設備を地震発生前と同じ状態に復旧するまでの日数は、当日中が10.3%、1週間以内が16.4%で、1週間以上を要したものが47.4%、調査時点(回答期限8月12日)で復旧できていないものが22.4%あった。
	オフィス家具の種類
	転倒
	落下
	移動

	書類棚
	101
	54
	63

	コピー機
	7
	6
	99

	机
	15
	1
	94

	ノートパソコン
	15
	49
	53

	デスクトップPC
	59
	60
	51

	サーバーラック
	16
	5
	55

	テレビ
	41
	55
	63

	電子レンジ
	16
	38
	45

	冷蔵庫
	23
	1
	76

	その他
	10
	14
	12


表1　転倒･落下･移動したオフィス家具等

　ヒアリング調査からは、次のような実態であった。
避難に関して、地震直後に停電し連絡体制や在館者の避難誘導等の初動対応に支障を生じた、大規模複合施設では停電により放送設備が使用できずエレベータも停止したために階段で避難渋滞が生じて二次被害の懸念があった。停電時の非常用発電について、燃料の不足から残量を確認しながら短時間で運転を停止し、追加の燃料購入もできなかった。また、消防用設備等の予備電源であるバッテリーは1時間しかもたないため非常用電源が使用できなければ作動しない。このため、巡回の強化などでの対応や、営業停止、一部閉鎖をした。なお、消防用設備の配管について冬期の凍結防止用にヒーターを巻き付けているが、停電で加温できなくなった。さらに、予備電源の電圧低下で受信機等の機器が誤作動、誤発報していると機器の製造会社に問い合わせたという事例もあった。
　調査結果からは、以下のことが指摘できる。まず、大規模地震時には火災が発生する危険があることは既に認識されており、家具の転倒、移動や天井の落下、配管破損などにより消防用設備が機能しなくなることとならないように、室内の整備が行われる必要がある。また、消防用設備に使用する非常用電源は、火災を想定しており、長時間の停電は予定されていない。停電した場合には人による巡回等の代替手段を講じることとなるが、停電によって人の移動は容易ではなく、さらに、既に被害が発生している場合にはそれへの対応を優先的に行うことから、地震後の火災に備えた監視・初動体制が手薄になる。電源の確保についての方策は重要である。なお、高層建築物の存する地域では、個別の建築物の非常用電源確保によるだけでなく、地域としての電源確保の方法について協議することが効果的であり、都道府県及び市区町村が定める地域防災計画においての検討が有益である。
３．応急体制の整備と初動対応
本件改正では、一定規模以上の大規模・高層建築物については、防災管理に係る消防計画の作成と合わせて、自衛消防組織の設置及び防災管理者の選任が義務化された。防災管理者は、必要な知識技能を有する管理・監督的な地位にある者で、消防計画の作成等の業務を行うこととされる。自衛消防組織は、①初期消火活動、②情報の収集、伝達、消防用設備等の監視、③避難誘導、④救出救護を基本任務として必要な要員を確保する。
3県でのアンケート調査の結果によれば、自衛消防要員に対する防災管理上必要な教育、訓練を行っているものが199(97.1%)で、頻度は年に2回が最も多く(回答数89)、次いで年1回が49、年3回が21で、年に10回以上実施しているとの回答が10あった。東日本大震災の発生後は、消防計画に基づき、また、訓練を踏まえて自衛消防組織が活動したとの回答が191(93.1%)と、ほとんどである。活動内容では、避難誘導において時期及び移動先についての判断が難しかったとの回答が多い。
ヒアリング調査からは、地震による停電の影響で、社内電話及び外部との電話による連絡ができず、情報等も得られなかった、照明も無く被害への対応が難しかった。マニュアルが長文で直ぐに使えない、自衛消防組織の各班ごとの任務が細分化されすぎているなど、実際の活動に十分役立てられず、実効性に課題が残った。
これらの調査結果においても、初動対応における活動を円滑に行うために、電源の確保が欠かせないことが指摘できる。訓練は、基本的な業務を中心に行われるのが通常であるが、非常用電源の取り扱い、必要な携行品、備品の整備までを含めた訓練を行っておかなければならない。
地方自治体の災害対策本部となる拠点施設については、施設の設置場所、耐震化、通信基盤の確保、非常用電源設備の整備を行っていく必要があるとされる。3) 4)活動拠点となることが予想される防災センター等についても、消防計画に定め、自衛消防活動が一元的に管理できる場所の確保と方法を定め、必要な設備を整備する必要がある。また、非常用電源の燃料確保については、地域防災計画における方策の位置づけなど地域としての取り組みも検討が必要である。
４．おわりに
各事業書等が作成する防災管理のための消防計画は、見直しが行われることとなるが、被害想定及び応急対応に係る内容が実態に即して実効性を確保するため、地域防災計画等との整合を図ることが重要であり、具体の内容について検討する必要がある。
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